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ＤＸ推進・行財政問題に関する諸対策について（案） 

 
住民の生活様式やニーズの急速な多様化、複雑化に適切に応えていくため、

地方自治体における役割と責任は一層拡大しています。一方、港区を含む都市

部では、法人住民税の一部国税化や消費税清算基準の見直し、ふるさと納税を

はじめとする不合理な税制改正による減収に直面しています。 

さらに、東京都との間では、都区財政調整制度における事務・権限に応じ

た税財源配分の適正な見直しなどの課題の調整が必要となっています。今後も、

特別区の一層の権限の拡充、また、都区財政調整の中でも普通交付金が唯一不

交付である港区への確実な財源措置などについて、国や東京都への要請及び協

議がますます重要となります。 

また、デジタル技術の急速な進展とコロナ禍で、オンライン会議やテレワ

ーク、キャッシュレス決済などが急速に普及しました。このような中、港区は

区民が来庁することなく質の高いサービスを受けられる区役所の実現を目指

し、オンラインによる申請や相談、一層のキャッシュレス化などを進め、区民

の利便性向上に継続して取り組まなければなりません。あわせて、町会・自治

会をはじめとした地域コミュニティーの強化やより多くの方が社会参画、協働

ができるような取組、さらに、防災・減災への取組にデジタルの活用は欠かせ

ません。 

今後も、新しい技術を安全に安心して利用するための環境づくりや、年齢

や障害の有無等にかかわらず、誰もがデジタル化の恩恵を享受することができ

るデジタル化社会の実現を目指す必要があります。 

以上の諸対策について、調査・研究を行うために本案を提案した次第であ

ります。 


